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平成25年3月期 財務諸表の概要 

 

平成25年4月26日 

会  社  名  株 式 会 社 じ ぶ ん 銀 行 URL http://www.jibunbank.co.jp/  

代  表  者  代 表 取 締 役 社 長  鶴 我  明 憲  

問合せ先責任者  経 営 管 理 部 長  川 添  和 也 TEL (03) 6758－4350 

 特定取引勘定設置の有無 無 

  

                         （百万円未満切捨て） 
１．平成25年3月期の業績(平成24年4月1日～平成25年3月31日) 
 

(1)経営成績                                                   
 経 常 収 益 経常利益(△損失) 当期純利益(△損失) 

 百万円 百万円 百万円

25年3月期 17,140 1,817 1,803 

24年3月期 7,160 △4,982 △10,338 

 

 
１株当たり当期 

純利益(△損失) 
業務粗利益 業 務 純 益 

  円    銭 百万円 百万円

25年3月期 1,803  18 11,020 1,815 

24年3月期 △14,614   61 4,142 △4,996 

 

(2)財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 
１株当たり 

純資産 
単体自己資本比率
（国内基準） 

 百万円 百万円 ％  円    銭 ％

25年3月期 593,922 17,514 2.9 17,514  61 11.23 

24年3月期 369,741 14,851 4.0 14,851  15 15.46 

(注) 1.「自己資本比率」は、期末純資産の部合計を期末資産の部合計で除して算出しております。 

   2.「単体自己資本比率（国内基準）」は、「銀行法第14条の2の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし自己資本の

充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第19号）」に基づき算出しております。 
 

(3)キャッシュ･フローの状況 

 
営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による 

キャッシュ・フロー
財務活動による 

キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 

の期末残高 

 百万円 百万円 百万円  百万円

25年3月期 148,708 △91,612 ― 134,439 

24年3月期 143,265 △94,169 15,000 77,342 

 

２．その他 

(1)会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無 

② ①以外の会計方針の変更        ： 無  

③ 会計上の見積りの変更          ： 無  

④ 修正再表示               ： 無  

 

(2)発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数  25年3月期 1,000,000株  24年3月期 1,000,000株 

② 期中平均株式数     25年3月期 1,000,000株  24年3月期  707,377株 
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1. 平成25年3月期 財務諸表（平成24年4月1日～平成25年3月31日） 

 

(1) 貸借対照表（平成25年3月31日現在） 

（単位：百万円） 

科　　　　目 金　　　　額 科　　　　目 金　　　　額

134,439  565,878  

134,439  144,989  

57,931  388,087  

45,106  32,801  

275,336  6,410  

146,571  57  

7,270  947  

95,149  4,146  

26,344  25  

64,931  1,232  

64,931  79  

935  19  

935  1,565  

5,196  2,454  

557  

1,440  負債の部合計 576,407  

26  

3,172  35,000  

493  15,000  

94  15,000  

128  △ 32,811  

270  △ 32,811  

9,551  △ 32,811  

6,234  17,188  

3,060  4,433  

256  △ 4,107  

325  

純資産の部合計 17,514  

資産の部合計 593,922  負債及び純資産の部合計 593,922  

の れ ん

繰 越 利 益 剰 余 金

そ の 他 の 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

そ の他 の無 形 固 定 資 産

繰 延 税 金 負 債

利 益 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

その他有 価証 券評 価差 額金

未 収 収 益

資 本 準 備 金

金 融 派 生 商 品

有 形 固 定 資 産

（純資産の部）

資 本 金

ソ フ ト ウ ェ ア

建 物

そ の他 の有 形 固 定 資 産

地 方 債

そ の 他 資 産

前 払 費 用

買 入 金 銭 債 権

国 債

株 主 資 本 合 計

貸 出 金

当 座 貸 越

定 期 預 金

そ の 他 の 負 債

未 払 費 用

金 融 派 生 商 品

そ の 他 負 債

未 払 法 人 税 等

そ の 他 の 預 金

資 産 除 去 債 務

コ ー ル ロ ー ン

有 価 証 券

普 通 預 金

（資産の部） （負債の部）

現 金 預 け 金 預 金

預 け 金

退 職 給 付 引 当 金

ポ イ ン ト 引 当 金

社 債

そ の 他 の 証 券

賞 与 引 当 金

外 国 為 替

外 国 他 店 預 け

資 本 剰 余 金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計
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(2) 損益計算書（平成24年4月1日～平成25年3月31日） 

（単位：百万円） 

科          目 金          額

17,140  

12,225  

8,747  

2,144  

484  

280  

568  

4,036  

308  

3,727  

877  

312  

555  

9  

2  

2  

15,323  

1,834  

1,161  

7  

665  

4,283  

220  

4,063  

9,204  

1,817  

10  

10  

1,806  

3  

1,803  

そ の 他 の 役 務 収 益

そ の 他 業 務 収 益

外 国 為 替 売 買 益

国 債 等 債 券 売 却 益

そ の 他 経 常 収 益

そ の 他 の 役 務 費 用

そ の 他 の 経 常 収 益

資 金 調 達 費 用

役 務 取 引 等 費 用

支 払 為 替 手 数 料

預 金 利 息

金 利 ス ワ ッ プ 支 払 利 息

経 常 収 益

資 金 運 用 収 益

コ ー ル ロ ー ン 利 息

受 入 為 替 手 数 料

貸 出 金 利 息

有 価 証 券 利 息 配 当 金

預 け 金 利 息

役 務 取 引 等 収 益

そ の 他 受 入 利 息

営 業 経 費

経 常 利 益

特 別 損 失

固 定 資 産 処 分 損

当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

税 引 前 当 期 純 利 益

そ の 他 の 業 務 収 益

コ ー ル マ ネ ー 利 息

経 常 費 用
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(3) 株主資本等変動計算書（平成24年4月1日～平成25年3月31日）          

（単位：百万円） 

金　　　　　額

当期首残高 35,000
当期変動額

当期変動額合計 －
当期末残高 35,000

資本剰余金
資本準備金

当期首残高 15,000
当期変動額

当期変動額合計 －
当期末残高 15,000

利益剰余金
その他利益剰余金

繰越利益剰余金
当期首残高 △ 34,614
当期変動額

当期純利益 1,803
当期変動額合計 1,803

当期末残高 △ 32,811
株主資本合計

当期首残高 15,385
当期変動額

当期純利益 1,803
当期変動額合計 1,803

当期末残高 17,188
評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金
当期首残高 1,098
当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 3,335
当期変動額合計 3,335

当期末残高 4,433
繰延ヘッジ損益

当期首残高 △ 1,632
当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △ 2,474
当期変動額合計 △ 2,474

当期末残高 △ 4,107
評価・換算差額等合計

当期首残高 △ 534
当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 860
当期変動額合計 860

当期末残高 325
純資産合計

当期首残高 14,851
当期変動額

当期純利益 1,803
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 860
当期変動額合計 2,663

当期末残高 17,514

科　　　　　目

株主資本
資本金

 



 5

 (4) キャッシュ・フロー計算書（平成24年4月1日～平成25年3月31日） 

（単位：百万円） 

科          目 金          額

税引前当期純利益 1,806  

減価償却費 1,653  

のれん償却額 147  

賞与引当金の増減（△）額 36  

退職給付引当金の増減（△）額 4  

ポイント引当金等の増減（△）額 272  

資金運用収益 △ 12,225  

資金調達費用 1,834  

有価証券関係損益（△） △ 555  

為替差損益（△は益） △ 312  

貸出金の純増（△）減 △ 49,454  

預金の純増減（△） 216,170  

コールローンの純増（△）減 △ 21,231  

外国為替（資産）の純増（△）減 △ 146  

資金運用による収入 11,962  

資金調達による支出 △ 1,779  

その他 546  

148,730  

法人税等の支払額 △ 21  

営業活動によるキャッシュ・フロー 148,708  

投資活動によるキャッシュ・フロー

買入金銭債権の償還による収入 12,170  

有価証券の取得による支出 △ 277,198  

有価証券の売却による収入 175,288  

有価証券の償還による収入 3,797  

有形固定資産の取得による支出 △ 290  

無形固定資産の取得による支出 △ 5,380  

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 91,612  

財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー ―　

現金及び現金同等物に係る換算差額 1  

現金及び現金同等物の増加額 57,097  

現金及び現金同等物の期首残高 77,342  

現金及び現金同等物の期末残高 134,439  

営業活動によるキャッシュ・フロー

小計
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記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

重要な会計方針 

1. 有価証券の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価は、その他有価証券のうち時価のあるものについては決算日の市場価格等に基づく時価法（売

却原価は主として移動平均法により算定）により行っております。なお、その他有価証券の評価差額につい

ては、全部純資産直入法により処理しております。 

2. デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

3. 買入金銭債権のうち有価証券に準じるものの評価基準及び評価方法 

満期保有目的の買入金銭債権の評価は、移動平均法による償却原価法（定額法）により行っております。 

4. 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

    有形固定資産は、定額法を採用しております。 

また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

     建 物  8～18年 

     その他  5～15年 

  (2) 無形固定資産 

    無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、行内に

おける利用可能期間（5年または10年）に基づいて償却しております。また、のれんの償却については、

その効果が発現すると見込まれる期間（20年）で均等償却しております。 

5. 外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建資産・負債は、決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

6. 引当金の計上基準  

(1) 賞与引当金 

    賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当事

業年度に帰属する額を計上しております。 

  (2) 退職給付引当金 

    退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、簡便法により当事業年度末における自己都合退職

による期末要支給額を計上しております。 

  (3) ポイント引当金 

    ポイント引当金は、「auじぶんcard」におけるポイントの将来の利用による負担に備えるため、未利用

の付与済ポイントを金額に換算した残高のうち、将来利用される見込額を見積もり、必要と認める額を

計上しております。 

7. ヘッジ会計の方法 

(ア) 金利リスク・ヘッジ 

金融資産から生じる金利リスクのヘッジ取引に対するヘッジ会計の方法として、繰延ヘッジを適用してお

ります。その他有価証券に区分している固定金利の債券の相場変動を相殺するヘッジにおいては、個別に  

ヘッジを識別し、金利スワップ取引をヘッジ手段として指定しております。ヘッジ有効性評価の方法につい

ては、相場変動を相殺するヘッジについて、へッジ対象とヘッジ手段の相場変動の累計を比較し両者の変動

額を基礎にして判断しております。 

(イ) 為替変動リスク・ヘッジ 

 外貨建金銭債権にかかる為替予約については振当処理を行っております。為替予約については、原則とし

て為替予約の締結時に、リスク管理方針に従って外貨建による同一金額で同一期日の為替予約をそれぞれ振

当てているため、その後の為替変動による相関関係は完全に確保されており、その判定をもって有効性の判

定に代えております。 

8. 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税（以下、消費税等という。）の会計処理は、税抜方式によっております。 

ただし、固定資産に係る控除対象外消費税等はその他資産に計上し、５年間で均等償却を行っております。 
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注記事項 

 

（貸借対照表関係） 

1. 為替決済等の取引の担保として、有価証券146,571百万円を差し入れております。 

また、その他の資産のうち保証金は607百万円であります。 

2. 当座貸越契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない

限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高

は、79,911百万円であります。これらは全て任意の時期に無条件で当行が解約可能なものであります。 

3. 有形固定資産の減価償却累計額 1,509百万円 

4. 関係会社に対する金銭債権総額  29,643百万円 

5. 関係会社に対する金銭債務総額 25,151百万円 

6. 銀行法第18条の定めにより剰余金の配当に制限を受けております。 

剰余金の配当をする場合には、会社法第 445 条第 4 項（資本金の額及び準備金の額）の規定にかかわらず、

当該剰余金の配当により減少する剰余金の額の5分の1を乗じて得た額を資本準備金又は利益準備金として

計上することとなります。 

 

（損益計算書関係） 

1. 関係会社との取引による収益 

    資金運用取引に係る収益総額  1,012百万円 

    役務取引等に係る収益総額  1,354百万円 

  関係会社との取引による費用 

    資金調達取引に係る費用総額    910百万円 

役務取引等に係る費用総額    458百万円 

        その他の取引に係る費用総額  1,023百万円 

 

（株主資本等変動計算書関係） 

発行済株式の種類及び総数に関する事項 

（単位：千株） 

 前事業年度末株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数 摘要

発行済株式 

  普通株式 

 

1,000 

 

－ 

 

－ 

 

1,000 

 

 

 

（キャッシュ・フロー計算書関係） 

キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、貸借対照表上の「預け金」であります。 

 

（金融商品関係） 

1．金融商品の状況に関する事項 

（1） 金融商品に対する取組方針 

当行は、預金、貸出、有価証券投資、為替などの金融サービス事業を行っております。 

これらの事業を行うため、市場の状況に応じ長短のバランスを調整するなどして、金利・為替などの変動によ

る不利な影響が生じないように、資産及び負債の総合的管理（ALM）を行っております。その一環として、デ

リバティブ取引を行っております。 

（2） 金融商品の内容及びそのリスク 

当行は、貸出金や債券等の金融商品を保有しております。これにより、信用リスク、市場リスクに晒されてお

ります。 

信用リスクとしては、貸出金や市場取引などについて、経済環境の変化や債務者の状況悪化等により、契約条

件に従った債務履行がなされない可能性があります。 

市場リスクとしては、内外金利、為替レート、債券の市場変動等が挙げられます。例えば金利が上昇した場合、

当行の保有する国債をはじめとする債券ポートフォリオの価値が減少します。 
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デリバティブ取引としては、債券に係る金利の変動リスクに対するヘッジ手段として金利スワップ取引を行い、

ヘッジ会計を適用しております。 

（3） 金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスクの管理 

当行は、信用リスク管理規則に基づき、与信管理に関する体制を整備し運営しております。 

貸出業務については、当行は現状、法人融資を行っておりませんので、個人融資先へのリスクに限定されます。 

個人への融資にあたっては、当行及び保証会社の双方にて審査を行うことで、与信管理を行う体制を構築して

おります。また、保証会社より保証を取得することで、リスクの軽減を図っております。 

市場業務に係る信用リスクに関しては、外部格付を基に、有価証券の発行体や市場取引の相手方のリスク評価

を定期的に実施し、また有価証券時価の把握を定期的に行い、管理しております。 

② 市場リスクの管理 

（ⅰ） リスク管理体制 

当行では、フロントオフィス（市場取引実施部署）から独立した、ミドルオフィス（リスク管理部署）及びバ

ックオフィス（事務管理部署）を設置し、相互に牽制が働く体制としております。 

また、経営陣によるALM委員会を毎月開催し、市場・流動性リスクの管理・運営、及び資産・負債・資本運営

に関する重要事項を審議しております。 

（ⅱ） 市場リスクマネジメント 

当行では、市場リスクの状況や、リスク限度枠・損失限度協議基準に照らした適正性を、それぞれ日次で計測・

確認し経営陣あてに報告するとともに、ストレステストなどを用いたリスク分析を行い、上記日次報告に織り

込むとともにALM委員会への報告を実施しております。 

運営においては、資金の平均運用期間と平均調達期間のバランスを取ることで市場リスクを適正にコントロー

ルし、経営体力に見合ったALM 操作を行うことを基本方針とし、適切なリスク運営を行っております。 

（ⅲ）市場リスクに係る定量的情報 

市場リスクは他のリスクに比べ日々の変動が大きいため、当行ではバリュー・アット・リスク（VaR）を用い

た市場リスク量を日次で把握・管理しております。 

市場リスク計測モデルにはヒストリカル・シミュレーション法（保有期間 21 営業日、信頼水準 99％、観測   

期間250営業日）を採用しております。ヒストリカル・シミュレーション法とは、現在のポートフォリオに対

して、過去一定期間内で実際に起きた市場変動をあてはめた場合に発生すると推定される損益をシミュレーシ

ョンしてVaRを算出する手法で、市場変動の特性を直接的に反映させることが可能になること等が特徴です。 

平成25年3月31日現在における当行のVaRは、1,307百万円です。 

③ 資金調達に係る流動性リスクの管理 

当行では、円貨・外貨のそれぞれについて、資金調達の構成内容や資金繰りギャップの管理、資金流動性維持

のための準備資産の管理などを行い、適正な資金流動性の確保に努めております。 

（4） 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま

れる場合があります。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等に

よった場合、当該価額が異なることもあります。 
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2．金融商品の時価等に関する事項 

  平成25年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります。 

                                                                                     （単位：百万円） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

(1)現金預け金 134,439  134,439    － 

(2)コールローン 57,931  57,931    － 

(3)買入金銭債権 45,106  45,159    52 

(4)有価証券  

その他有価証券 275,336  

 

275,336   

 

－ 

(5)貸出金 64,931  64,931    － 

(6)外国為替 935  935    － 

資産計 578,681  578,734    52 

(1)預金 565,878  566,341   462  

負債計 565,878  566､341   462  

デリバティブ取引    

ヘッジ会計が適用されていないもの (13) (13)   － 

ヘッジ会計が適用されているもの (4,107)  (4,107)    － 

デリバティブ取引計（＊） (4,120)  (4,120)    － 

（＊）その他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しております。デリバティブ取引に    

よって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目については、（ ）で 

示しております。 

 

（注1）金融商品の時価の算定方法 

 資 産 

 (1)現金預け金 

   満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としておりま

す。満期のある預け金については、残存期間が１年以内と短期間であり、時価は帳簿価額と近似しているこ

とから、当該帳簿価額を時価としております。 

  (2)コールローン 

   コールローンについては、約定期間が短期間であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額を時価としております。 

(3)買入金銭債権 

   買入金銭債権については、取引金融機関から提示された価格、あるいは合理的な見積に基づく合理的に算定

された価額によっております。 

  (4)有価証券 

   債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっております。 

 (5)貸出金 

     貸出金については、取引期間が短期間であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時

価としております。 

 (6)外国為替 

     外国為替は、他の銀行に対する外貨預け金（外国他店預け）であります。これは、満期のない預け金であり、

時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。 

負  債 

 (1)預金 

要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしております。また、

定期預金の時価は、一定の期間ごとに区分して、将来のキャッシュ・フローを割り引いて現在価値を算定し

ております。この割引率は、新規に預金を受け入れる際に使用する利率を用いております。 

なお、区分経理を行っている定期預金の約定元利金は、区分経理後のものとしております。 
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デリバティブ取引 

デリバティブ取引は、金利関連取引（金利スワップ等）、通貨関連取引（為替スワップ等）であり、時価は割

引現在価値により算出した価額によっております。 

 

（注2）金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額            （単位：百万円） 

 
1年以内 

1年超 

3年以内 

3年超 

5年以内 

5年超 

7年以内 

7年超 

10年以内 
10年超 

預け金 

コールローン 

買入金銭債権 

有価証券 

 国債 

 地方債 

 社債 

 その他 

貸出金 

外国為替 

134,439 

57,931 

－  

7,100 

－  

－  

3,900 

3,200 

64,931 

935 

－ 

－ 

3,280

38,000

－ 

300

26,500

11,200

－ 

－ 

－ 

－ 

41,825

68,330

15,000

2,850

38,780

11,700

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

  8,800

  － 

    1,600

  7,200

－ 

－ 

－ 

－  

－  

－  

 136,209 

 116,000 

2,406 

17,803 

－  

－  

－  

－ 

－ 

－ 

  9,000

  9,000

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

合計 265,338 41,280 110,155   8,800  136,209   9,000

 

（注3）有利子負債の決算日後の返済予定額                   （単位：百万円） 

 
1年以内 

1年超 

3年以内 

3年超 

5年以内 

5年超 

7年以内 

7年超 

10年以内 
10年超 

預金（＊） 555,984 5,342 2,641 － 1,910  －  

合計 555,984 5,342 2,641 － 1,910  －  

（＊）預金のうち、要求払預金については、「1年以内」に含めて開示しております。 

 

（有価証券関係） 

貸借対照表の「有価証券」のほか、「買入金銭債権」の一部が含まれております。 

1. 満期保有目的の債券（平成25年3月31日現在） 

     

 種類 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

取得原価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

－ － －  － 貸借対照表計上額が取得原価を

超えるもの 小計 － －  － 

その他 3,280 3,280  － 貸借対照表計上額が取得原価を

超えないもの 小計 3,280 3,280  － 

 合計 3,280 3,280  － 

 

2. その他有価証券（平成25年3月31日現在） 

     

 種類 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

取得原価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

 国債 141,578 135,925 5,653

 地方債 7,270 7,150 120

 社債 88,806 87,912 893

 その他 23,945 23,715 230
貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの 
小計 261,601 254,703 6,897
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 国債 4,992 4,996 △3

 地方債 － － －

 社債 6,343 6,347 △3

 その他 2,399 2,401 △2

貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの 

小計 13,735 13,745 △9

 合計 275,336 268,448 6,887

(注)貸借対照表計上額は、当事業年度末における市場価格等に基づく時価により計上したものであります。 

 

3. 当事業年度中に売却したその他有価証券（自 平成24年4月1日 至 平成25年3月31日） 

 売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

 国債 135,673 518 92

 地方債 4,778 41 －

 社債 34,477 221 5

その他 1,571 2 130

合計 176,501 783 228

 

 

（関連当事者取引関係） 

(ア) 親会社及び法人主要株主等 

属性 会社等の名称 

議決権の 

所有 

（被所有）

割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取引金額 

（百万円） 
科目 

期末残高 

（百万円） 

その他の 

関係会社 

株式会社三菱

東京UFJ銀行 

（被所有） 

直接50％ 
出資会社 資金の貸付（注1） －（注2） コールローン 27,931

（注1） 約定利率は市場金利を勘案して合理的に決定しております。 

（注2） 反復的且つ多額な市場取引であるため、期末残高のみを開示しております。 

(イ) 子会社・子法人等及び関連法人等  該当ありません。 

(ウ) 兄弟会社等            重要性がないため記載を省略しております。 

(エ) 役員及び個人主要株主等      該当ありません。 

 

 

（企業結合等関係） 

取得による企業結合 

当行は、平成24 年 1 月 20 日開催の取締役会決議に基づき、アコム株式会社（以下「アコム」）と業務提携

契約及び吸収分割契約を締結し、平成24年5月12日付で、アコムのカードローン事業の一部を承継いたしま

した。 

(1)企業結合の概要 

① 相手企業の名称  アコム 

② 取得した事業の内容  アコムがキャッシュワンブランドを用いて営むカードローン事業の一部 

③ 業務提携及び吸収分割の主な理由 

当行とアコムは、当行が提供する個人向け無担保カードローンについて、平成20年12月3日より保

証業務提携を開始しておりますが、それぞれの事業環境の現状と見通しなど様々な検討を行ってきた結

果、更なる顧客サービスの向上と健全な消費者金融市場の形成に資することを目的に、より包括的な業

務提携を行うことについて合意いたしました。 

この業務提携の一環として、両者の協働のプラットフォームを拡大させるべく、当行は「キャッシュワ

ン」ブランドで営むアコムのカードローン事業の一部を承継し、本カードローン事業の保証業務をアコ

ムに委託しております。 
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(2)企業結合日  平成24年5月12日 

(3)企業結合の法的形式  吸収分割 

(4)財務諸表に含まれている取得した事業の業績の期間  平成24年5月12日から平成25年3月31日 

(5)取得した事業の取得原価及び主な内訳 取得の対価              46,717百万円 

取得に要した支出額      444百万円 

取得原価        47,161百万円 

(6)企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳 

資産 貸出金        43,511百万円 

   未収収益         308百万円 

負債 その他の負債       2百万円  

(7)発生したのれんに関する事項 

①発生したのれんの金額 

3,207百万円 

②発生原因 

今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力から発生したものであります。 
③償却方法及び償却期間 
20年間にわたる均等償却 

(8)企業結合が当期首に完了したと仮定したときの当期の損益計算書に及ぼす影響の概算額及び 

その算定方法 

重要性が乏しいため記載を省略しております。 

 

（1株当たり情報に関する注記） 

1. １株当たりの純資産額  17,514円 61銭 

2. １株当たり当期純利益金額  1,803円 18銭 

 

（税効果会計関係） 

  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであります。 

 

                   （単位：百万円） 

繰延税金資産           

     税務上の繰越欠損金  10,781   

繰延ヘッジ損益    1,463 

     資産調整勘定     854 

     ポイント引当金      557 

     減損損失      485 

その他          89     

    繰延税金資産小計                14,232 

    評価性引当額                 △14,232    

    繰延税金資産合計                    －    

         

繰延税金負債 

その他有価証券評価差額金          2,454 

    繰延税金負債合計               2,454 

    繰延税金負債の純額                2,454 
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【参考】 

(1)比較貸借対照表 

（単位：百万円）

134,439 77,342 57,097

57,931 36,700 21,231

45,106 57,890 △ 12,784

275,336 172,760 102,576

64,931 15,477 49,454

935 788 146

5,196 2,638 2,558

493 420 73

9,551 5,722 3,828

593,922 369,741 224,181

565,878 349,708 216,170

6,410 3,223 3,186

57 75 △ 17

6,352 3,148 3,204

79 43 36

19 14 4

1,565 1,029 536

― 263 △ 263

2,454 608 1,846

576,407 354,889 221,517

35,000 35,000 ―

15,000 15,000 ―

15,000 15,000 ―

△ 32,811 △ 34,614 1,803

△ 32,811 △ 34,614 1,803

繰 越 利 益 剰 余 金 △ 32,811 △ 34,614 1,803

17,188 15,385 1,803

4,433 1,098 3,335

△ 4,107 △ 1,632 △ 2,474

325 △ 534 860

17,514 14,851 2,663

593,922 369,741 224,181

(注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

平成24年3月期末

(要約）(B)

比較

(A) - (B)

退 職 給 付 引 当 金

ポ イ ン ト 引 当 金

そ の 他 負 債

未 払 法 人 税 等

そ の 他 の 負 債

賞 与 引 当 金

資 産 の 部 合 計

純 資 産 の 部 合 計

負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

負 債 の 部 合 計

平成25年3月期末

（要約）(A)

繰 延 税 金 負 債

利 益 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

株 主 資 本 合 計

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

買 入 金 銭 債 権

有 価 証 券

貸 出 金

（ 負 債 の 部 ）

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

そ の 他 資 産

外 国 為 替

科　　　目

現 金 預 け 金

コ ー ル ロ ー ン

（ 資 産 の 部 ）

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

預 金

（ 純 資 産 の 部 ）

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

事 業 構 造 改 善 引 当 金
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 (2)比較損益計算書 

（単位：百万円）

経 常 収 益 17,140 7,160 9,979

資 金 運 用 収 益 12,225 3,530 8,694

（ う ち 貸 出 金 利 息 ） (8,747) (1,619) (7,127)

（ う ち 有価 証券 利息 配当 金） (2,144) (1,144) (1,000)

役 務 取 引 等 収 益 4,036 3,010 1,025

そ の 他 業 務 収 益 877 597 279

そ の 他 経 常 収 益 2 22 △ 19

経 常 費 用 15,323 12,143 3,179

資 金 調 達 費 用 1,834 1,238 596

（ う ち 預 金 利 息 ） (1,161) (739) (422)

役 務 取 引 等 費 用 4,283 1,758 2,525

営 業 経 費 9,204 9,138 66

そ の 他 経 常 費 用 ― 8 △ 8

経 常 利 益 ( △ 損 失 ) 1,817 △ 4,982 6,800

特 別 損 失 10 5,351 △ 5,340

税 引 前 当 期 純 利 益 ( △ 損 失 ) 1,806 △ 10,334 12,141

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 3 3 ―

当 期 純 利 益 ( △ 損 失 ) 1,803 △ 10,338 12,141

(注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

比較(A) – (B)科　　　目
平成25年3月期

(A)

平成24年3月期

(B)
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2. 金融再生法ベースのカテゴリーによる開示 

                             （単位：百万円） 

 平成25年3月期末 平成24年3月期末 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 － － 

危険債権 － － 

要管理債権 0 1 

(注)上記は、「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律」に基づくものであります。 

 

3. デリバティブ取引 

 (1)ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引 

（単位：百万円） 

平成25年3月末 平成24年3月末 
区分 種類 

契約額等 時価 評価損益 契約額等 時価 評価損益

金利関連取引   

金利スワップション  

売建 1,910 △26 △26 － － －
店 

頭 
買建 1,910 26 26 － － －

合計 － 0 0 － － －

通貨関連取引   

通貨先渡  

売建 － － － － － －
店 

頭 
買建 592 △13 △13 － － －

合計 － △13 △13 － － －

（注）上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しております。 

 

(2)ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引 

        （単位：百万円）    

平成25年3月末 平成24年3月末 ヘッジ会計

の方法 
種類 主なヘッジ対象 

契約額等 時価 契約額等 時価 

原則的  

処理方法 
金利スワップ その他有価証券  80,000  △4,107  80,000 △1,632

合計  80,000  △4,107  80,000 △1,632

（注）業種別監査委員会報告第24号等に基づき、繰延ヘッジによっております。 

 

4. 口座数 

                                        （単位：千口座） 

 平成25年3月期末 平成24年3月期末 

普通預金 1,507 1,365 
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5. 預金の状況 

                        （単位：百万円） 

 平成25年3月期末 平成24年3月期末 

普通預金 144,989 98,546 

定期預金 388,087 222,863 

その他の預金 32,801 28,298 

合計 565,878 349,708 

 

6. 定期預金の残存期間別残高 

                        （単位：百万円） 

 平成25年3月期末 平成24年3月期末 

3ヵ月以内 298,552 83,905 

3ヵ月超6ヵ月以内 27,560 83,324 

6ヵ月超1年以内 50,724 46,978 

1年超3年以内 1,759 3,824 

3年超 9,490 4,830 

合計   388,087   222,863 

 

7. 営業経費の状況 

                                      （単位：百万円） 

 平成25年3月期 平成24年3月期 

人件費 1,066 863 

物件費 7,643 7,803 

 うち減価償却費  1,653 2,605 

税金 494 471 

合計 9,204 9,138 

 

8. 役員数、従業員数の状況 

                              （単位：人） 

 平成25年3月期末 平成24年3月期末 

役員 8 8 

取締役 5 5 
 

監査役 3 3 

従業員 146 107 

合計 154 115 

（注）従業員数は、執行役員、受入出向者を含み、派遣社員を含んでおりません。 
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【会社概要】（平成25年4月26日現在） 

 

1. 会社名         株式会社じぶん銀行 （英文表記：Jibun Bank Corporation） 

 

2. 所在地         東京都新宿区西新宿6丁目8番1号 新宿オークタワー6階 

 

3. 代表者         代表取締役社長    鶴我 明憲 

              代表取締役副社長   小原 淳一 

 

4. 設立年月日       平成18年5月25日 

 

5. 開業年月日       平成20年6月26日 

 

6. 資本金         350億円 

 

7. 発行済株式数      普通株式 1,000,000株 

 

8. 株主構成         

株 主 名 所有株式数 持 株 比 率 

KDDI株式会社 500,000 株 50.00 ％ 

株式会社三菱東京UFJ銀行 500,000 株 50.00 ％ 

 

9. 取締役、監査役 代表取締役社長 鶴我 明憲 
及び執行役員一覧 代表取締役副社長 小原 淳一 
         取締役 勝木 朋彦／システム 兼 商品開発担当 
         取締役（非常勤） 竹山 博邦 
           取締役（非常勤） 中村 正博 
         常勤監査役 後藤 憲保 

            監査役（非常勤） 平方 浩一 
            監査役（非常勤） 増田 英次／増田パートナーズ法律事務所弁護士 
            執行役員 鈴木 智 ／営業担当 
            執行役員 吉川 徹 ／経営企画担当 

  執行役員 船寺 悟 ／チーフコンプライアンスオフィサー 
兼 チーフリスクオフィサー  
兼 カスタマーサービス担当 

 

 


